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建設産業の再生と発展のための方策2012
～「方策2011」を実現し、東日本大震災を乗り越えて未来を拓く～

全産業（55歳以上）

全産業（29歳以下）

出所：（一社）海外建設協会

初の1兆円突破
（1983年度）

9,072億円
（2010年度）

1兆3,503億円
（2011年度）

過去最高額
1兆6,813億円
（2007年度）

将来的にも地域を支え得る足腰の強い建設産業の構築 建設産業に求められる多様なニーズ・役割への対応

○ 就業者は高齢化・若年層が減少 ○ 地方公共団体の土木部門の職員数は減少

○ 海外の受注実績

現場の施工力の再生
（技術者や技能労働者の確保・育成）

公正な契約・取引関係の構築
（重層下請構造の是正）

多様な事業領域・契約形態への展開
（技術力・事業企画力の発揮）

将来の建設産業を見据えて優先的に取り組むべき課題

当面講ずべき対策

国土づくり・地域づくりの担い手として建設産業に期待される姿
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建設投資 ８４兆円
（ピーク時）

４２兆円 ▲５０％

特定建設業者
（大規模工事の元請）

３８３１５業者４３７５３業者 ＋１４％

就業者
（営業職）

２７万人 ３１万人 ＋１５％

就業者
（技能労働者）

４０８万人 ３１６万人 ▲２３％

入職者（新規学卒）

（高卒）
３.４万人 １.４万人 ▲６０％

入職者（新規学卒）

（大卒・院卒等）

２.９万人 １.８万人 ▲３７％

○ 被災地では技能労働者の確保が困難に

○ 被災3県の7割の企業が
技能労働者の確保困難

○ 全国でも同様の傾向

2009
4‐6 7‐9 10‐12 1‐3 4‐6 7‐9 10‐12 1‐3 4‐6 7‐9 10‐12 1‐3 4‐6

○ 建設投資の減少に伴い受注競争が激化

○ 工事現場を支える技能労働者・技術者の入
職者が激減

○ 少なくとも今後１０年程度以内に、技能労働
者の不足が恒常化するとの懸念（推計）

アジア通貨危機
（1997年度）

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

出所：北海道建設業信用保証（株）、東日本建設業保証（株）、西日本建設業保証（株）
「建設業景況調査」より国土交通省作成

出所：総務省「労働力調査」

出所：総務省「地方公共団体定員管理調査」他

H24.7.10 国土交通省
建設産業戦略会議取りまとめ
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○状況に応じた施工確保対策
の追加・拡充

○東日本大震災の特例措置の
検証

・復興JV制度、被災地外からの労
働者確保、資材調達に伴う措置

・CM方式を活用した復興まちづく
り

・直近の実態を反映した公共工事設
計労務単価、資材価格等の設定 等

○同様の災害への対応として
の制度化

○恒久的な措置としての一般
化を検討

東日本大震災への
対応を次に活かす

○適正な競争環境の整備
・公共調達の基本理念の明確化

（個々の工事品質に加え、地域社会の担い手確保を発注者責務に）

・人を大切にする施工力のある企業が適正に評価される環境の整備

（公正な下請契約や、技能労働者の雇用・育成を評価）

・専門工事業者等の新たな評価の仕組みの導入

・地域維持事業の適正な評価

・適正な価格による契約の推進（ダンピング対策等）

・下請契約における支払の透明性の確保

○プロジェクトに対応した円滑な契約のための支援
・新たな事業ニーズに対応した契約方式

（現行建設生産システム等を踏まえた日本型CM方式等）

・予定価格の算定など調達に関する課題への対応

・単価・数量精算契約等の活用

公共工事の入札契約制度の改革等

○技能労働者の処遇の改善
・社会保険等未加入対策の更なる徹底

・技能に見合った処遇が受けられ、多様なキャリアパス
が実現される就労環境づくり

（技能労働者の資格や工事経験データのＩＴ管理による
技能評価の推進）

・更新期を迎える登録基幹技能者制度の更なる普及

・公共工事設計労務単価の公表に際し、建設労働者等の
雇用に伴う必要経費を含む金額を参考公表

・建設業の魅力を若者に伝える現場実習等の積極的展開

○技術者の育成支援
・技術者データベースの実現と活用

・監理技術者になり得る新たなキャリアパスの検討

○建設産業への就業促進のための戦略的広報

総合的な担い手の確保・育成支援

○他業界との連携強化

を含む官民一体の体

制づくり

○専門工事業者を含む

地方・中小建設企業

の海外展開を促進す

るための施策の拡充

○建設業の海外展開に

関する目標を年間２

兆円以上に設定

海外展開支援策
の強化

○維持更新時代、低炭
素・循環型社会に対応
する業種区分の点検と
見直し

○技術者資格制度の点検

○リフォームを中心とす
る軽微な工事の適正な
契約及び施工の確保

・リフォーム工事に係るマニ
ュアルの策定、指導監督の
強化等

・軽微な工事の取扱いの検討

時代のニーズに対応した
施工技術と品質確保

○ 被災地では
復旧・復興工事が今後本格化

H23
2月

H24
2月

増減

金額 １８８
億円

７２１
億円

３．８
倍

件数 ６９４
件

１５１７
件

２．２
倍

被災
３県 全国

「容易」と回答した企業割合

「困難」と回答した企業割合

○ 被災地では
入札不調が多数発生

100件超/月

出所：国土交通省調べ

件数

公共工事

ひら

出所：国土交通省調べ、総務省「労働力調査」、文部科学省「学校基本調査」

201220112010(被災３県)

出所：北海道建設業信用保証（株）、東日本建設業保証（株）、
西日本建設業保証（株）「公共工事前払金保証統計」
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H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

地方公共団体の土木部門職員数

建設業就業者数

地方公共団体発注工事金額

（年度）

（万人） （％）

H4→ H23
▲55％

H4→ H23
▲20％

H4→ H23
▲２５％

0 0

101

18.9万人

619万人

16.3兆円

497万人

7.4兆円

14.2万人

平成2
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